
群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条  子どもの健やかな成長には、大人や仲間と関わり合いながら、生きていくのに必

要な知識や技術を身につけていく体験が不可欠である。 

  現在、さまざまな事情で放課後や休日等をひとりで過ごす子どもが増加し、各地域で

家庭に代わって安心して過ごせ、大切なことを学べる居場所（以下「子どもの居場所」

という。）が求められている。 

  県では、そうした子どもの居場所づくりを推進するため、第３条に掲げる事業を実施

する団体に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関して

は群馬県補助金等に関する規則（昭和31年群馬県規則第68号）（以下「規則」とい

う。）によるほか、この要綱によるものとする。 

 

（補助事業者） 

第２条  補助金の交付対象となる事業者（以下「補助事業者」という。）は、群馬県内で

次条第１項に掲げる事業を実施する民間団体とする。 

２ 補助事業者は、自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当する者（第５条

第７号において「暴力団等」という。）であってはならない。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者 

（４）暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者 

（５）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的を 

  もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

（６）暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積 

  極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者 

（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用している者 

（８）暴力団員と密接な交友関係を有する者 

 

（補助事業） 

第３条  この補助金の対象となる事業は、次に掲げる事業とする。 

（１）子どもの居場所づくり事業 

（２）子どもの居場所地域ネットワークづくり事業 

（３）子どもの居場所地域ネットワーク普及啓発事業 

２ 前項第１号に掲げる「子どもの居場所づくり事業」は、次に掲げる要件を全て満たす

事業とする。 

（１）次のいずれかに該当する子どもの居場所づくりであること。 

 ① 食事の提供を含む子どもの居場所（以下「子ども食堂」という。）づくり 

 ② 学習の支援を含む子どもの居場所（以下「学習支援」という。）づくり 

 ③ 適切な遊びや様々な体験活動等を通じて生活習慣を身につけることができる事業や

相談支援などを含む子どもの居場所（以下「遊び場等」という。）づくり 

（２）原則として月１回以上定期的に子どもの居場所を提供すること。 

（３）１年以上継続して事業を実施する見込みがあること。 

（４）団体の構成員の３親等以内の親族を除く概ね５名以上の子どもの利用が見込めるこ 

と。 



（５）利用料は無料又は材料費等の実費相当額とすること。 

（６）責任者を１名配置し、利用者及び事業従事者の事故に対応する（食品を提供する場

合は、食中毒にも対応する）保険に加入すること。 

（７）子ども食堂を実施する場合は、食品衛生法ほか関係法令通知等を遵守するととも

に、管轄する保健所の指導に基づき、所要の衛生管理を行うこと。 

（８）食品を提供する場合は、食物アレルギー対策に十分留意し、子どもの健康情報及び

緊急連絡先を事前に確認すること。 

（９）福祉的な支援を必要とする子どもや保護者を把握した場合には、虐待通報等緊急の

場合を除き本人の同意を得て、市町村等と連携を図り、必要な支援に結びつけるよう

努めること。 

（10）営利活動や宗教的活動、政治的活動を行わないこと。 

（11）子どもの居場所づくり事業を既に行っている場合、当該子どもの居場所づくり事業

を行った日から起算して４箇月以内に第６条に規定する交付申請書を知事に提出する

こと。 

３ 第１項第２号に掲げる「子どもの居場所地域ネットワークづくり事業」は、次に掲げる

要件を全て満たす事業とする。 

（１）一定の地域において子どもの居場所を継続的に提供するための情報交換や相互支援

を行うことを目的とする組織（以下「地域ネットワーク」という。）を新たに設立す

ること。 

（２）当該地域内において既に活動している地域ネットワークがないこと。 

（３）地域ネットワークは少なくとも４団体以上で構成されるものであること。また、そ

のうち少なくとも２団体以上は子どもの居場所を提供する事業者であること。 

（４）年１回以上、構成団体の半数以上が参加する会議又は情報交換会等を開催するこ

と。 

（５）前項第10号に掲げる活動を行わないこと。 

（６）子どもの居場所地域ネットワークづくり事業を既に行っている場合、当該子どもの

居場所地域ネットワークづくり事業を行った日から起算して４箇月以内に第６条に規

定する交付申請書を知事に提出すること。 

４ 第１項第３号に掲げる「子どもの居場所地域ネットワーク普及啓発事業」は、次に掲げ

る要件を全て満たす事業とする。 

（１）前項第３号の要件を満たす地域ネットワークがイベント開催や資料作成等、次のい

ずれかに該当する普及啓発事業を実施すること。 

 ① 構成団体が提供する子どもの居場所の利用拡大に繋がる事業 

② 子どもの居場所を提供する事業者の新規設立を促進する事業 

（２）地域ネットワークが前号に掲げる事業を実施する場合、原則として構成団体の半数

以上が事業に関与し、何らかの役割を担うこと。 

（３）第２項第10号に掲げる活動を行わないこと。 

５ 補助金の交付対象となる事業の実施期間は、毎年４月１日から翌年の１月31日までと

する。 

 

（補助金額） 

第４条 補助金の額は、次表の第１欄に定める事業の区分に応じ、第３欄に定める補助基

準額と、第２欄に定める補助対象経費の実支出額から補助対象経費に係る寄付金その他

の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に、第４欄に定める補助の割合を乗じ

て得た額（その額に千円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とす

る。 



２ 次表の第２欄に定める補助対象経費は、国や地方公共団体から補助等の財政的支援を

受けている経費を除くものとする。 

 

事業の区分 補助対象経費 補助 

基準額 

補助の 

割合 

子どもの居

場所づくり

事業 

 子どもの居場所づくり事業を実施するために

必要な次に掲げる経費 

・ 備品及び消耗品購入費 

・ 広報に係る経費 

・ 事故や食中毒に対応する保険料 

・ 食品衛生法関係営業許可申請手数料 

・ 食品衛生責任者養成講習会の受講料 

・ その他知事が必要と認める経費 

 

※ 対象経費のうち「備品及び消耗品購入費」

は、調理器具（冷蔵庫、炊飯器、電子レン

ジ、鍋等）、家具（テーブル、いす等）、食

器（皿、コップ、箸等）、教材費（パソコ

ン、タブレット、参考書等）等とする。 

100,000円 

（子ども食堂、

学習支援及び遊

び場等のいずれ

か又は全ての子

どもの居場所を

提供していない

群馬県内の市町

村において、そ

の提供していな

い子どもの居場

所づくりを実施

する場合は

200,000円） 

10分の10 

 

子どもの居

場所地域ネ

ットワーク

づくり事業 

子どもの居場所地域ネットワークづくり事業を実

施するために必要な次に掲げる経費 

 ・ 備品及び消耗品購入費 

・ 広報に係る経費 

・ その他知事が必要と認める経費 

100,000円 

子どもの居

場所地域ネ

ットワーク

普及啓発事

業 

子どもの居場所地域ネットワーク普及啓発事

業を実施するために必要な次に掲げる経費 

 ・ 備品及び消耗品購入費 

・ 広報に係る経費 

・ イベント開催に係る会場使用料 

 ・ その他知事が必要と認める経費 

500,000円 

（イベント開催

を伴わない場合

は100,000円） 

 

（交付の条件） 

第５条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速 

  やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（２）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、減価償却資産の耐用年数 

  等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定められている耐用年数を経過するま

で、知事の承認を受けないで、この事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換、貸し

付け、担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。 

（３）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の 

  全部又は一部を県に納付させることがある。 

（４）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても 

  善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければな 

  らない。 

（５）（１）から（４）により付した条件に違反した場合には、この補助金の全部又は一 

  部を県に納付させることがある。 



（６）本事業の対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはならない。 

（７）補助事業の遂行において暴力団等から不当な要求行為を受けたときは、県に報告

し、警察に通報することとする。 

（８）交付対象事業の着手は、原則として、第７条に規定する補助金の交付決定（以下  

「交付決定」という。）を受けて行うものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、交付申請書（様式第１ 

号）を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第７条  知事は、前条の申請を受けたときは、その内容を審査し、適正と認めたときは、

補助金の交付決定を行い、交付決定通知書（様式第２号）により、補助事業者に通知す

るものとする。 

 

（補助事業の変更） 

第８条 補助事業者は、補助金の交付決定を受けた後において、補助事業の内容の変更

（軽微な変更を除く。）をしようとするときは、あらかじめ変更交付申請書（様式第３

号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の申請を受けたときは、その内容を審査し、適正と認めたときは、変更 

交付決定通知書（様式第４号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第９条  補助事業者は補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ中止（廃

止）承認申請書（様式第５号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第10条  補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の中止又は廃止の承認を受け

たときを含む。）は、実績報告書（様式第６号）に関係書類を添えて、交付決定を行っ

た日の属する会計年度の２月末日までに知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定、交付、返還） 

第11条  知事は前条の報告を受けたときは、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地

調査を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容及びこれ

に付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、確定通知

（様式第７号）により、補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は前項の規定により、交付すべき補助金の額を確定したときは、精算払により補

助金を交付するものとする。ただし、知事が必要と認めたときは、概算払によることが 

できる。 

３ 前項の規定により、補助金の概算払を受けようとするときは、補助金概算払請求書  

 （様式第８号）を知事に提出しなければならない。 

４ すでに確定額を超えて補助金の交付を受けているときは、当該補助事業者は、確定額 

を超えている部分に相当する額を、知事の定める期限内に返還しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第12条 知事は補助金の交付決定を受けた者又は交付を受けた者が次のいずれかに該当す 



るときは、交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を 

命じることができる。 

（１）規則及びこの要綱の規定に違反したとき。 

（２）補助事業者又は補助事業の実施において委託契約などの取引があった者が、群馬県 

  暴力団排除条例（平成22年群馬県条例第51号）第７条に抵触するとき。 

（３）不正又は虚偽の申請により、補助金の交付決定を受けたとき。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の報告） 

第13条 補助事業者は、第10条の規定による実績報告書の提出後に、消費税及び地方消費 

税の申告により当該補助金における消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が確定した 

場合には、消費税等仕入控除税額報告書（様式第９号）により、速やかに知事に報告し 

なければならない。 

２ 前項の報告があった場合、知事は、補助事業者に対し、当該消費税及び地方消費税に 

 係る仕入控除額の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 

（個人情報の保護） 

第14条 補助事業者が補助事業の実施に当たって知り得た個人情報は、補助事業者の責任 

の下で厳重に管理し、本人の承諾を得ずに他の目的に利用してはならない。 

２ 補助事業者は、個人情報の保護について、個人情報の保護に関する法律（平成15年法 

律第57号）及び群馬県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年群馬県条例第76

号）に規定する内容を遵守しなければならない。 

 

（補助金の経理等） 

第15条  補助事業者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を

整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間

保存しなければならない。 

 

（活動状況等の確認） 

第16条 知事は、第10条に規定する実績報告書が提出された日の属する会計年度の翌会計

年度以後の期間においても、補助事業者が引き続き第３条第２項、第３項又は第４項に

掲げる要件を満たしているか否かを確認することができるものとする。 

 

 

（その他） 

第17条  規則及びこの要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に

定める。 

 

 

附 則 

    この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

    この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



 

様式第1号（第６条関係） 

 

 

 

（元号） 年度群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金交付申請書 

 

 

  年  月  日 

 

群馬県知事 あて 

 

 

住    所 

補助事業者名 

代表者職氏名 

 

 

  群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金交付要綱第６条の規定により下記

のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１  補助金申請額      金       円 

 

２ 添付書類 

（１）実施計画書（別紙１） 

（２）所要額調書（別紙２） 

（３）収支予算書（別紙３） 

（４）役員等に関する名簿（別紙４） 

（５）補助対象経費に係る見積書等の写し 



 

様式第２号（第７条関係） 

 

群馬県指令 第     号 

 

 

 

                                         法人等代表者名              

 

 

（元号） 年 月 日付けで交付申請のあった（元号） 年度群馬県子どもの

居場所づくり応援事業補助金について、群馬県補助金等に関する規則（昭和31年

群馬県規則第68号。以下「規則」という。）第５条及び群馬県子どもの居場所づ

くり応援事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第７条により、下記

の条件を付して交付します。 

 

    （元号） 年 月 日 

 

                                 群 馬 県 知 事 

 

 

記 

 

１  補助金の交付対象となる事業及びその内容は、（元号） 年  月  日付けで

交付申請のあった（元号） 年度群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金

交付申請書（以下「申請書」という。）記載のとおりとする。 

 

２  補助金の額は次のとおりとする。 

    ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助金の額については、

別に通知するところによるものとする。 

       

      補 助 金 の 額     金                円 

 

３  補助対象経費及びその配分は、実施計画書記載のとおりである。 

 

４  補助事業者は、規則及び交付要綱の定めるところに従わなければならない。 

 



 

様式第３号（第８条関係） 

 

 

 

（元号） 年度群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金変更交付申請書 

 

 

  年  月  日 

 

群馬県知事 あて 

 

住    所 

補助事業者名 

代表者職氏名 

 

 

（元号） 年 月 日付け群馬県指令第  号をもって交付決定された標記補

助金について、群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金交付要綱第８条第１

項の規定により、下記のとおり変更したいので申請します。 

 

 

記 

 

 

１  変更交付申請額    金              円 

既 交 付 決 定 額   （                円） 

差 引 増 減 額   （                円） 

 

２  変更の理由 

 

３ 添 付 書 類 

（１）実施計画書（別紙１） 

（２）所要額調書（別紙２） 

（３）収支予算書（別紙３） 

（４）補助対象経費に係る見積書等の写し 

 



 

様式第４号（第８条関係） 

 

群馬県指令 第     号 

 

 

                                         法人等代表者名 

 

 

（元号） 年 月 日付けで変更交付申請のあった（元号） 年度群馬県子ど

もの居場所づくり応援事業補助金について、群馬県補助金等に関する規則（昭和

31年群馬県規則第68号。以下「規則」という。）第５条及び群馬県子どもの居場

所づくり応援事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第８条第２項に

より、下記の条件を付して変更交付します。 

 

    （元号） 年 月 日 

 

                                 群 馬 県 知 事 

 

 

記 

 

１  補助金の交付対象となる事業及びその内容は、（元号） 年  月  日付けで

変更交付申請のあった（元号） 年度群馬県子どもの居場所づくり応援事業補

助金変更交付申請書（以下「申請書」という。）記載のとおりとする。 

 

２  変更後の補助金の額は次のとおりとする。 

 

変更後の補助金の額   金       円 

既 交 付 決 定 額  （                円） 

差 引 増 減 額  （                円） 

 

３  補助対象経費及びその配分は、実施計画書記載のとおりである。 

 

４  補助事業者は、規則及び交付要綱の定めるところに従わなければならない。 

 



 

様式第５号（第９条関係） 

 

 

 

（元号） 年度群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金 

中止（又は廃止）承認申請書 

 

 

  年  月  日  

 

群馬県知事 あて 

 

 

住    所 

補助事業者名 

代表者職氏名 

 

 

（元号） 年 月 日付け群馬県指令第     号をもって交付決定された

標記補助金に係る補助事業について、下記の理由により中止（廃止）したいの

で、群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金交付要綱第９条の規定によりそ

の承認を申請します。 

 

 

記  
 

 

１  中止（廃止）の理由  
 
 
２  中止の期間（廃止の時期）  
 

 



 

様式第６号（第10条関係） 

 

 

 

（元号） 年度群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金実績報告書 

 

 

  年  月  日  

 

群馬県知事 あて 

 

 

住    所 

補助事業者名 

代表者職氏名 

 

（元号） 年 月 日付け群馬県指令第   号をもって交付決定された標記

補助金に係る補助事業の実績について、群馬県子どもの居場所づくり応援事業補

助金交付要綱第10条の規定により、別紙のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１  補助金所要額     金              円 

既交付決定額    （                円） 

 

２ 事業完了年月日 

 

３ 添付書類 

（１）事業実績報告書（別紙５） 

（２）精算書（別紙６） 

（３）収支決算書（別紙７） 

（４）事業実施に係る支出の根拠となる領収書及び契約書等の写し 

 

 



 

様式第７号（第11条関係） 

 

群馬県指令 第     号 

 

 

法人等代表者名              

 

 

（元号） 年 月 日付け群馬県指令第   号をもって交付決定した（元

号）  年度群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金については、（元号）  

年 月 日付けで報告のあった事業実績報告に基づき、交付額を     円に

確定します。 

 

    （元号） 年 月 日 

 

                                 群 馬 県 知 事 

 



 

様式第８号（第11条関係） 

 

 

 

（元号） 年度群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金概算払請求書 

 

 

  年  月  日 

 

群馬県知事 あて 

 

 

住    所 

補助事業者名 

代表者職氏名 

 

 

  （元号） 年 月 日付け群馬県指令第  号をもって交付決定された標記補

助金について、群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金交付要綱第11条第３

項の規定により、下記の金額を請求します。 

 

 

記 

 

 

１  今 回 請 求 額               金                  円 

 

２ 交 付 決 定 額                金               円 

 

３  概算払受領済額                金                 円 

 

４  残     額                金                  円 

 

５ 概算払を必要とする理由 

 

６ 添付書類  
月別の支払計画が分かる書類 

 

 



 

様式第９号（第13条関係） 

 

 

 

（元号） 年度群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金 

消費税等仕入控除税額報告書 

 

 

  年  月  日  

 

群馬県知事 あて 

 

 

住    所 

補助事業者名 

代表者職氏名 

 

 

（元号） 年 月 日付け群馬県指令第   号をもって交付決定された標記

補助金について、群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金交付要綱第13条第

１項の規定により、下記のとおり報告する。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金の額の確定額       

 

金         円 

 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した当該補助金に係る消費税等仕入

控除税額       

 

金                  円 

 

 

３ 別添参考となる書類（２の金額の積算内訳等） 

 
 



実施計画書（子どもの居場所づくり事業） 

 

１ 事業者の概要 

団 体 名  

所 在 地 〒  

代 表 者 

 

氏 名  電 話  

住 所 〒  

担 当 者 及 び 

連 絡 先 

氏 名  電 話  

メ ー ル  

活動開始年月日  

主な事業内容  

団体構成員数       人  

会 計 口 座 金融機関名  普通 ・ 当座 

支 店 名  口 座 番 号  

口座名義 ﾌﾘｶﾞﾅ  

 

 

２ 子どもの居場所の概要 

居 場 所 名 称  

居 場 所 種 類 □子ども食堂 □学習支援 □遊び場等（内容：          ） 

対 象 地 域  

事 業 目 的  

主 な 対 象 者  

開 催 場 所 
住 所 〒  

施 設 名  

開 催 日 

開 催 頻 度 

当年度開催（予定）日： 

 

月   回（毎月第   曜日・第    曜日） 

年間開催予定日数      日 

開 催 時 間      時   分 ～      時   分 

利 用 料 子ども（  ～  歳）：    円 大人：    円  

利 用 見 込 子ども：   人  大人：   人  ｽﾀｯﾌ(ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ含む)：   人 

HP 又は SNS 等 URL： 

※当年度開催（予定）日について、未定の場合は分かる範囲で記載すること。 

※利用見込は１回当たりとすること。子ども及び大人は、団体の構成員の３親等以内の親族

を除いた人数とすること。 

（別紙１） 



３ 子どもの居場所の運営体制 

（１） 衛生管理・安全確保体制 （該当しない場合は、項目は空欄とすること。） 

責任者氏名  

保 険 加 入 

（ 予 定 ） 

保 険 名  

保障内容 □活動に伴う事故    □提供する食品に起因する食中毒 

食品衛生法関係 

※子ども食堂の

場合のみ記載 

管轄保健所  相 談 日 年 月 日 

営業許可取得（予定）年月日 年  月  日 

食品衛生責任者養成講習会受講（予定）者  

食品衛生責任者養成講習会受講（予定）日 年  月  日 

その他（               ） 年  月  日 
食物アレルギー対策

※食品を提供す

る場合のみ記載 

子どもの健康情

報及び緊急連絡

先の把握方法 

 

 

（２） 福祉的な支援が必要な場合に想定される連携先  

区  分 名  称 連絡先（電話番号） 

市町村役場   

 児童福祉所管課   

 民生委員･児童委員所管課   

学 校   

 小学校   

 中学校   

市町村社会福祉協議会   

生活困窮者相談支援機関   

民間支援機関   

※ 適宜行を追加すること。また、日頃より情報交換できる連携体制の確保に努めること。 

 

４ 補助対象経費の内訳 

項  目 購入等予定年月 用途・目的 金  額 

備品・消耗品購入 年  月  円 

広報(チラシ作成等) 年  月  円 

保 険 料 ・ 手 数 料 等 年  月  円 

その他 年  月  円 

合 計 円 

※ 交付申請日の属する年度の１月 31 日までを対象とすることができる。 

※ 見積書の写し等、金額がわかるものを添付すること。 

 ※ 行が足りない場合は、行を追加するか、別紙にて作成すること。 



実施計画書（子どもの居場所地域ネットワークづくり事業） 

 

１ 新設する地域ネットワークの概要 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 名  

所 在 地 〒  

代 表 者 

 

氏 名  所 属 団 体 名  

住 所 〒  

電 話  

メ ー ル  

活動開始年月日  

構 成 団 体 数       団体 

設立の趣旨・目的  

活 動 内 容  

会 議 等 

開 催 頻 度 

年間開催予定回数：  回 

開催時期：概ね 箇月に１回開催 等 

会 計 口 座 金融機関名  普通 ・ 当座 

支 店 名  口 座 番 号  

口座名義 ﾌﾘｶﾞﾅ  

 

 

２ 構成団体の概要 

（構成団体１：子どもの居場所提供事業者①） 

居 場 所 名 称  

居 場 所 種 類 □子ども食堂 □学習支援 □遊び場等（内容：          ） 

対 象 地 域  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

開 催 場 所 
住 所 〒  

施 設 名  

 

（構成団体２：子どもの居場所提供事業者②） 

居 場 所 名 称  

居 場 所 種 類 □子ども食堂 □学習支援 □遊び場等（内容：          ） 

対 象 地 域  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

開 催 場 所 
住 所 〒  

施 設 名  

（別紙１） 



 

（構成団体３：市町村） 

名 称 ○○市○○部○○課○○係 

種 類 行政 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

 

（構成団体４：その他） 

名 称  

種 類  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

 ※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。別紙として添付することも可。 

 

３ 福祉的な支援が必要な場合に想定される連携先  

区  分 名  称 連絡先（電話番号） 

市町村役場   

 児童福祉所管課   

 民生委員･児童委員所管課   

学 校   

 小学校   

 中学校   

市町村社会福祉協議会   

生活困窮者相談支援機関   

民間支援機関   

※ 適宜行を追加すること。また、日頃より情報交換できる連携体制の確保に努めること。 

 

４ 補助対象経費の内訳 

項  目 購入等予定年月 用途・目的 金  額 

備品・消耗品購入 年  月  円 

広報(チラシ作成等) 年  月  円 

その他 年  月  円 

合 計 円 

※ 交付申請日の属する年度の１月 31 日までを対象とすることができる。 

※ 見積書の写し等、金額がわかるものを添付すること。 

 ※ 行が足りない場合は、行を追加するか、別紙にて作成すること。 



実施計画書（子どもの居場所地域ネットワーク普及啓発事業） 

 

１ 地域ネットワークの概要 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 名  

所 在 地 〒  

代 表 者 

 

氏 名  所 属 団 体 名  

住 所 〒  

電 話  

担 当 者 及 び 

連 絡 先 

氏 名  所 属 団 体 名  

メ ー ル  

電 話  

活動開始年月日  

構 成 団 体 数       団体 

会 議 等 

開 催 頻 度 

年間開催予定回数：  回 

開催時期：概ね 箇月に１回開催 等 

会 計 口 座 金融機関名  普通 ・ 当座 

支 店 名  口 座 番 号  

口座名義 ﾌﾘｶﾞﾅ  

 

 

２ 構成団体の概要 

（構成団体１：子どもの居場所提供事業者①） 

居 場 所 名 称  

居 場 所 種 類 □子ども食堂 □学習支援 □遊び場等（内容：          ） 

対 象 地 域  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

開 催 場 所 
住 所 〒  

施 設 名  

 

（構成団体２：子どもの居場所提供事業者②） 

居 場 所 名 称  

居 場 所 種 類 □子ども食堂 □学習支援 □遊び場等（内容：          ） 

対 象 地 域  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

開 催 場 所 
住 所 〒  

施 設 名  

 

 

（別紙１） 



（構成団体３：市町村） 

名 称 ○○市○○部○○課○○係 

種 類 行政 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

 

（構成団体４：その他） 

名 称  

種 類  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

 ※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。別紙として添付することも可。 

 

３ 補助対象経費の内訳 

項  目 購入等予定年月 用途・目的 金  額 

備品・消耗品購入 年  月  円 

広報(チラシ作成等) 年  月  円 

その他 年  月  円 

合 計 円 

※ 交付申請日の属する年度の１月 31 日までを対象とすることができる。 

※ 見積書の写し等、金額がわかるものを添付すること。 

 ※ 行が足りない場合は、行を追加するか、別紙にて作成すること。 

 

４ 実施事業 

事 業 種 別 □ 構成団体が提供する子どもの居場所の利用拡大に繋がる事業 

□ 子どもの居場所を提供する事業者の新規設立を促進する事業 

事 業 の 名 称  

事 業 の 目 的  

事 業 内 容  

主 な 対 象 者  

実 施 時 期  

実 施 場 所  

 ※ 構成団体の役割分担や事業への関与が分かる資料を添付すること。 

 ※ その他、事業の概要が分かる資料等を適宜添付すること。 



　 （別紙2）

団 体 名

居場所名称

事業の区分 補助対象経費
補助対象経費の
支出見込額

寄付金その他
の収入予定額

差引額
（Ａ－Ｂ）

補助基準額 選定額 補助所要額

Ａ Ｂ Ｃ D E F

円 円 円 円 円 円

（１）備品及び消耗品購入費

（２）広報に係る経費

（３）保険料、手数料等

（４）その他（　　　　　　　　　）

合　　計 200,000

（１）備品及び消耗品購入費

（２）広報に係る経費

（３）その他（　　　　　　　　　）

合　　計 100,000

（１）備品及び消耗品購入費

（２）広報に係る経費

（３）その他（　　　　　　　　　）

合　　計 500,000

（１）備品及び消耗品購入費

（２）広報に係る経費

（３）その他（　　　　　　　　　）

合　　計 100,000

（記載上の注意）

１　C欄には、A欄からB欄を差し引いた額を記入すること。

２　E欄には、Ｃ欄及びＤ欄を比較して、少ない方の額を記入すること。

群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金所要額調書

３　F欄には、E欄の額に10/10を乗じて得た額（1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）を記入すること。

子どもの居場所づくり事業

子どもの居場所地域
ネットワークづくり事業

子どもの居場所地域
ネットワーク普及啓発事業
（イベント開催を伴う事業）

子どもの居場所地域
ネットワーク普及啓発事業

（イベント開催を伴わない事業）

10／10

10／10

10／10

10／10



（別紙３） 

収 支 予 算 書 

 

１ 収入の部                            単位：円 

区  分 予 算 額 備   考 

県子どもの居場所づ

くり応援事業補助金 
  

その他の補助金   

寄附金   

利用料   

その他   

計   

※「その他の補助金」には、他団体からの補助金、助成金等を記載すること。 

※備考欄には、各項目の明細を記載すること。 

 

２ 支出の部 

区  分 予 算 額 備   考 

   

   

   

   

   

計   

※消費税及び地方消費税相当額は、各項目に含めること。 

※備考欄には、支出内容の明細を記載すること。 



（別紙４） 

 

役員等に関する名簿 

  
 

申請者 
団体名 所在地 

  

役職 氏名 ふりがな 生年月日 性

別 備考 
和暦 年 月 日 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 
※ １ 法人の場合は、登記事項証明書に登載されている役員全員について記載すること。 

２ その他の団体については、団体代表者について記載すること。 
３ 和暦は、明治：Ｍ 大正：Ｔ 昭和：Ｓ 平成：Ｈ として記載すること。 

 



事業実績報告書（子どもの居場所づくり事業） 

１ 事業の概要 

団 体 名  

居 場 所 名 称  

開 催 場 所 
住 所 〒  

施 設 名  

開 催 実 績 

 

開催月日       

参

加

者 

子ども 人 人 人 人 人 人 

大人 人 人 人 人 人 人 

ｽﾀｯﾌ 人 人 人 人 人 人 

開催月日       

参

加

者 

子ども 人 人 人 人 人 人 

大人 人 人 人 人 人 人 

ｽﾀｯﾌ 人 人 人 人 人 人 

開催月日       

参

加

者 

子ども 人 人 人 人 人 人 

大人 人 人 人 人 人 人 

ｽﾀｯﾌ 人 人 人 人 人 人 

開催月日       

参

加

者 

子ども 人 人 人 人 人 人 

大人 人 人 人 人 人 人 

ｽﾀｯﾌ 人 人 人 人 人 人 

開 催 時 間 通常の開催時間：   時  分 ～  時  分  

利 用 料 子ども（  ～  歳）：    円 大人：    円  

※開催実績は当年度の開催実績について記載し、様式が足りない場合は別紙にて報告すること。 
※参加者のうち子ども及び大人は、団体の構成員の３親等以内の親族を除いた人数とすること。 
※各回の参加者が分かる名簿を作成し、保管しておくこと。 
※通常の開催時の様子が分かる写真を添付すること。 

 

２ 子どもの居場所の運営体制 

（１） 衛生管理・安全確保体制 

保険加入 
保 険 名  

保障内容 □活動に伴う事故    □提供する食品に起因する食中毒 

食品衛生法関係 

※子ども食堂の

場合のみ記載 

営業許可取得年月日 年  月  日 
食品衛生責任者養成講習会受講者  

食品衛生責任者養成講習会受講日 年  月  日 

その他（              ） 年  月  日 
※保険加入について、契約書の写し等保険料の分かるものを添付すること。 
※保険料の返戻があった場合には、その分を差し引いた額を記載すること。 
※食品衛生法関係について、許可証の写し、修了証の写しを添付すること。 

（別紙５） 



 

（２）福祉的な支援へのつなぎ 

   次のとおり関係機関と連携し、利用者を福祉的な支援につなげました。  

 連携先関係機関 時期 概況（個人が特定されないよう簡潔に記載すること） 

例 ○○市福祉課、 

○○市生活困窮者

自立支援窓口 

８月 夏休み中に学習支援に来たＡ君が、時々昼食を食べていない様子であった

ため、保護者に事情を聞いたところ、生活のため食費を切り詰めていると

のこと。保護者に相談支援窓口の利用をすすめ、同行した。 

１    

２    

３    

４    

５    

 

３ 補助対象経費の内訳 

項  目 購入等年月 用途・目的 金  額 

備品・消耗品購入 年  月  円 

広報(チラシ作成等) 年  月  円 

保 険 料 ・ 手 数 料 等 年  月  円 

その他 年  月  円 

合 計 円 

※ 交付申請日の属する年度の１月 31日までを対象とすることができる。 

※ 事業完了及びその金額が確認できる書類（領収書の写し、現物の写真等）を添付すること。 

 ※ 行が足りない場合は、行を追加するか、別紙にて作成すること。 

 



事業実績報告書（子どもの居場所地域ネットワークづくり事業） 

 

１ 新設した地域ネットワークの概要 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 名  

所 在 地 〒  

代 表 者 

 

氏 名  所 属 団 体 名  

住 所 〒  

電 話  

メ ー ル  

活動開始年月日  

構 成 団 体 数       団体 

設立の趣旨・目的  

活 動 内 容  

開 催 実 績 

 

開催月日 参加団体数 参加者数 概  要 

 月 日    

    

    

    

 ※ 行が足りない場合は、行を追加するか、別紙にて作成すること。 

 

２ 構成団体の概要 

（構成団体１：子どもの居場所提供事業者①） 

居 場 所 名 称  

居 場 所 種 類 □子ども食堂 □学習支援 □遊び場等（内容：          ） 

対 象 地 域  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

開 催 場 所 
住 所 〒  

施 設 名  

 

（構成団体２：子どもの居場所提供事業者②） 

居 場 所 名 称  

居 場 所 種 類 □子ども食堂 □学習支援 □遊び場等（内容：          ） 

（別紙５） 



対 象 地 域  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

開 催 場 所 
住 所 〒  

施 設 名  

 

（構成団体３：市町村） 

名 称 ○○市○○部○○課○○係 

種 類 行政 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

 

（構成団体４：その他） 

名 称  

種 類  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

 ※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。別紙として添付することも可。 

 

３ 福祉的な支援へのつなぎ 

  次のとおり関係機関と連携し、利用者を福祉的な支援につなげました。  

 連携先関係機関 時期 概況（個人が特定されないよう簡潔に記載すること） 

例 ○○市福祉課、 

○○市生活困窮者

自立支援窓口 

８月 夏休み中に学習支援に来たＡ君が、時々昼食を食べていない様子であっ

たため、保護者に事情を聞いたところ、生活のため食費を切り詰めてい

るとのこと。保護者に相談支援窓口の利用をすすめ、同行した。 

１    

２    

３    

 

４ 補助対象経費の内訳 

項  目 購入等年月 用途・目的 金  額 

備品・消耗品購入 年  月  円 

広報(チラシ作成等) 年  月  円 

その他 年  月  円 

合 計 円 

※ 交付申請日の属する年度の１月 31 日までを対象とすることができる。 

※ 事業完了及びその金額が確認できる書類（領収書の写し、現物の写真等）を添付すること。 

 ※ 行が足りない場合は、行を追加するか、別紙にて作成すること。 



事業実績報告書（子どもの居場所地域ネットワーク普及啓発事業） 

 

１ 地域ネットワークの概要 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 名  

所 在 地 〒  

活動開始年月日  

構 成 団 体 数       団体 

 

２ 構成団体の概要 

（構成団体１：子どもの居場所提供事業者①） 

居 場 所 名 称  

居 場 所 種 類 □子ども食堂 □学習支援 □遊び場等（内容：          ） 

対 象 地 域  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

開 催 場 所 
住 所 〒  

施 設 名  

 

（構成団体２：子どもの居場所提供事業者②） 

居 場 所 名 称  

居 場 所 種 類 □子ども食堂 □学習支援 □遊び場等（内容：          ） 

対 象 地 域  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

開 催 場 所 
住 所 〒  

施 設 名  

 

（構成団体３：市町村） 

名 称 ○○市○○部○○課○○係 

種 類 行政 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

 

（構成団体４：その他） 

名 称  

種 類  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸへの 

参 加 目 的 

 

 ※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。別紙として添付することも可。 

（別紙５） 



 

３ 補助対象経費の内訳 

項  目 購入等年月 用途・目的 金  額 

備品・消耗品購入 年  月  円 

広報(チラシ作成等) 年  月  円 

その他 年  月  円 

合 計 円 

※ 交付申請日の属する年度の１月 31 日までを対象とすることができる。 

※ 事業完了及びその金額が確認できる書類（領収書の写し、現物の写真等）を添付すること。 

 ※ 行が足りない場合は、行を追加するか、別紙にて作成すること。 

 

４ 事業実施結果 

事 業 種 別 □ 構成団体が提供する子どもの居場所の利用拡大に繋がる事業 

□ 子どもの居場所を提供する事業者の新規設立を促進する事業 

事 業 の 名 称  

事 業 の 目 的  

事 業 内 容  

実 施 時 期  

実 施 場 所  

参 加 者 数  

得られた成果  

 ※ 構成団体の役割分担や事業への関与が分かる資料を添付すること。 

 ※ その他、事業の実施結果が分かる資料（チラシ、当日の写真等）を添付すること。 



　 （別紙６）

団 体 名

居 場 所 名 称

事業の区分 補助対象経費
補助対象経費の
実支出額

寄付金その他
の収入予定額

差引額
（Ａ－Ｂ）

補助基準額 選定額 補助所要額
補助金

交付決定額
補助金
受入済額

差引過不足額

Ａ Ｂ Ｃ D E F Ｇ Ｈ Ｉ

円 円 円 円 円 円 円 円 円

（１）備品及び消耗品購入費 0

（２）広報に係る経費 0

（３）保険料、手数料等 0

（４）その他（　　　　　　　　　） 0

合　　計 0 0 0 200,000 0 0 0

（１）備品及び消耗品購入費 0

（２）広報に係る経費 0

（３）その他（　　　　　　　　　） 0

合　　計 0 0 0 100,000 0 0 0

（１）備品及び消耗品購入費 0

（２）広報に係る経費 0

（３）その他（　　　　　　　　　） 0

合　　計 0 0 0 500,000 0 0 0

（１）備品及び消耗品購入費 0

（２）広報に係る経費 0

（３）その他（　　　　　　　　　） 0

合　　計 0 0 0 100,000 0 0 0

（記載上の注意）

１　C欄には、A欄からB欄を差し引いた額を記入すること。

２　E欄には、Ｃ欄及びＤ欄を比較して、少ない方の額を記入すること。

３　F欄には、E欄の額に10/10を乗じて得た額（1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）を記入すること。

４　Ｉ欄には、Ｇ欄からＨ欄を差し引いた額（Ｆ欄がＧ欄より少ない場合は、Ｆ欄からＨ欄を差し引いた額）を記入すること。

子どもの居場所地域
ネットワーク普及啓発事業

（イベント開催を伴わない事業）

（元号）　年度群馬県子どもの居場所づくり応援事業補助金精算書

子どもの居場所づくり事業

子どもの居場所地域
ネットワークづくり事業

子どもの居場所地域
ネットワーク普及啓発事業
（イベント開催を伴う事業）

10／10

10／10

10／10

10／10



（別紙７） 

収 支 決 算 書 

 

１ 収入の部                         単位：円 

区  分 決 算 額 備   考 

県子どもの居場所づ

くり応援事業補助金 
  

その他の補助金   

寄附金   

利用料   

その他   

計   

※「その他の補助金」には、他団体からの補助金、助成金等を記載すること。 

※備考欄には、各項目の明細を記載すること。 

 

２ 支出の部 

区  分 決 算 額 備   考 

   

   

   

   

   

計   

※消費税及び地方消費税相当額は、各項目に含めること。 

※備考欄には、支出内容の明細を記載すること。 


